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本報告書の目的

○ 島根県では、人口減少や高齢化が進む中、医師の地域・診療科偏在や高齢化、薬剤師及び看護職員の不足など、

医療従事者の確保・定着が課題となっている。特に、中山間地域や離島をはじめ、地域によって医療従事者の

確保が困難な状況が生じており、持続可能な地域医療提供体制を構築する上で、人材の確保と定着は重要な課

題となっている。

○ また、島根県における新たな地域医療構想の策定においても医師、薬剤師、看護職員等の医療人材の確保は重

要な論点の一つとなっている。

○ こうした中、医療従事者が健康を維持しながら働き続けられる勤務環境の整備が求められており、医師の働き

方改革や健康確保措置など、制度面からも勤務環境の改善が進められている。

○ さらに、医療従事者には女性が多いことを踏まえ、妊娠・出産・月経、更年期等のライフステージに応じた女

性特有の健康課題や、仕事との両立についても考慮する必要がある。

本報告書は、協会けんぽが保有するデータにより島根県の医療従事者を取り巻く健康課題について把握・可視化し、

医療従事者の健康の保持増進、人材の確保・定着及び持続可能な医療提供体制の構築に向けた

今後の取組を検討するための基礎資料とすることを目的としている。
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医療従事者の判定方法

協会けんぽが保有する事業所情報のうち「医療業・保健衛生」に区分される事業所に所属する被

保険者を医療従事者として分析した。

本頁以降、「医療従事者」＝「医療業・保健衛生」として扱っている。

【医療業・保健衛生とは？】

◆ 「医療業・保健衛生」とは、総務省が定める「日本標準産業分類（令和５年（2023年）７月改定）」における大分類「医療、福祉」に含

まれ、医師や歯科医師が患者に診察・治療する事業や、公衆衛生や健康維持に関するサービスを提供する事業のことをいう。具体的には

以下のような多様な組織・法人が含まれる。

① 病院・一般診療所（医療法人、個人開業など）

（例）医療法人○○、△△△クリニック、□□薬局 など

② 歯科診療所

（例）〇〇歯科医院、医療法人◇◇会～デンタルクリニック など

③ 保健衛生・公衆衛生関連事業所、検査・検診機関

（例）株式会社〇〇医学検査センター、△△健診クリニック、■■血液センターなど
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事業所規模構成割合（令和６年度末データ）

事業所規模

事業所数
（医療業・保健衛

生）
島根支部全体

構成割合 構成割合

1-4人 147 34.3% 5,754 53.5%

5-9人 155 36.2% 2,210 20.6%

10-29人 75 17.5% 1,839 17.1%

30-49人 17 4.0% 409 3.8%

50-99人 10 2.3% 341 3.2%

100-299人 19 4.4% 172 1.6%

300-499人 2 0.5% 16 0.1%

500人以上 3 0.7% 12 0.1%

合計 428 100% 10,753 100%

※被保険者０人事業所を除く。なお、被保険者０人事業所数は、「医療業・保健衛生：231事業所」、「島根支部全体：2,261事業所」。
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事業所規模別構成割合 医療業・保健衛生 島根支部全体

「医療業・保健衛生」の事業所数は428事業所（島根支部の適用事業所数は10,753事業所）。（ともに被保険者０人の事業所を除く。）

「医療業・保健衛生」の事業所規模別の構成割合は、「５-９人」規模の事業所が最も多く、次いで「１-４人」規模、「10-29人」規模と続く。

島根支部全体の構成割合と比べて、「５-９人」規模と「100-299人」規模の事業所が顕著に多いことがわかる。

「医療業・保健衛生」の事業所構成割合の状況
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被保険者数の状況（令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」の被保険者数は10,270人（男性：2,546人、女性：7,724人）であり、

島根支部における業態別の被保険者数では、「社会保険・社会福祉・介護事業」、「総合工事業」に

次いで３番目に被保険者数が多い業態である。

島根支部の（任意継続被保険者を除く）被保険者（139,480人）に占める「医療業・保健衛生」の

被保険者の構成割合は「7.4%」であり、島根支部の被保険者の約１割が属する業態である。

また、被保険者の男女別構成割合では、女性の比率が高く、女性が多い職場であることがわかる。

（人）

被保険者数（男女別・全年齢）の状況

島根支部平均 医療業・保健衛生

男性

女性

24.8％

75.2％

56.5％

43.5％

男女別構成割合

「医療業・保健衛生」の被保険者数の状況
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

医療業・保健衛生 0.1% 4.0% 8.1% 8.7% 11.0% 13.5% 15.2% 12.8% 9.4% 9.1% 5.7% 2.4%

島根支部全体 0.5% 4.9% 6.7% 7.6% 9.4% 11.5% 13.3% 13.7% 10.9% 10.1% 7.3% 4.2%
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島根支部全体

「医療業・保健衛生」に所属する被保険者は比較的若い年齢構成となっており、「25歳～49歳」の被保険者が支部平均と比べて特に多い業態であるこ

とがわかる。

「医療業・保健衛生」の年齢階級別被保険者構成割合の状況

年齢階級別被保険者構成割合の状況（令和６年度データ）

年齢階級別構成割合の状況
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「医療業・保健衛生」の１人あたり医療費の全国平均からの乖離率の寄与度（支部医療費に与える影響度）について、“入院”分は低い一方、“外

来”分は業態別で最も高く、島根支部の医療費に与える影響度が大きいことがわかる。

島根支部の１人あたり医療費（外来）は全国平均よりも高く（島根支部：135,117円＞全国平均：128,927円）、その要因を業態別にみると、「医療

業・保健衛生」が最も影響を与えている（乖離率の寄与度が大きい）状況にある。

業態別年齢調整後１人当たり医療費の全国平均からの乖離率の寄与度（地域差）

業態別年齢調整後１人あたり医療費の全国平均からの乖離率の寄与度（地域差）

１人あたり医療費の状況（令和５年度データ）

0.23% 0.09% 0.09% 0.09% 0.08% 0.08% 0.06% 0.05% 0.05% 0.04% 0.04% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% -0.01% -0.01% -0.01% -0.01% -0.01% -0.01% -0.02% -0.02% -0.02% -0.02% -0.02% -0.02% -0.03% -0.03% -0.03% -0.04% -0.04% -0.05% -0.05% -0.06% -0.06% -0.07% -0.08% -0.09% -0.09% -0.16% -0.17%

0.52% 0.40% 0.08% 0.07% 0.04% 0.04% 0.03% 0.02% 0.02% 0.01% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% -0.01% -0.01% -0.01% -0.01% -0.01% -0.02% -0.02% -0.03% -0.04% -0.04% -0.04% -0.04% -0.06% -0.10% -0.11% -0.12% -0.13% -0.13% -0.14% -0.15% -0.17% -0.18% -0.20% -0.21% -0.27% -0.27% -0.29% -0.35%

【入院】

【外来】
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医療機関への疾病別受診状況（令和６年度データ）

疾病大分類別１００人あたり外来レセプト件数（受診率）

「医療業・保健衛生」と「『医療業・保健衛生』を除く島根支部全体」の医療機関への受診状況を疾病別（大分類）に見てみると、「新生物」、「精

神及び行動の障害」、「神経系の疾患」、「呼吸器系の疾患」、「消化器系の疾患」、「筋骨格系及び結合組織の疾患」、「腎尿路生殖器系の疾患」

等の受診率が高い。

医療機関への疾病別受診状況（外来）について

01
感染症
及び

寄生虫症

02
新生物

03
血液及び
造血器の

疾患
並びに

免疫機構
の障害

04
内分泌、
栄養及び
代謝疾患

05
精神及び
行動の障

害

06
神経系の

疾患

07
眼及び

付属器の
疾患

08
耳及び
乳様突起
の疾患

09
循環器系
の疾患

10
呼吸器系
の疾患

11
消化器系
の疾患

12
皮膚及び
皮下組織
の疾患

13
筋骨格系

及び
結合組織
の疾患

14
腎尿路生
殖器系の

疾患

15
妊娠、分
娩及び産
じょく

16
周産期に
発生した
病態

17
先天奇形
変形及び
染色体異

常

18
症状、徴
候及び異
常臨床所
見・異常
検査所見
で他に分
類されな
いもの

19
損傷、中
毒及びそ
の他の外
因の影響

22
特殊目的
用コード

99
不明

医療業・保健衛生 25.9 38.3 9.3 76.2 53.9 31.9 68.5 10.8 81.7 123.0 56.2 63.8 82.5 49.9 5.8 0.0 1.3 27.3 13.5 13.6 4.1

「医療業・保健衛生」
  を除く島根支部全体

20.0 28.7 4.8 84.9 39.1 19.6 51.0 8.1 113.4 85.7 39.7 44.6 63.3 28.4 2.2 0.0 0.9 14.6 15.7 11.0 3.6

8



「乳がん」および「子宮がん」の医療機関への受診の状況 （令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」は新生物における医療機関への受診率が高いが、その要因を５大がん（胃・肺・大腸・乳・子宮）別に確認したところ「乳が

ん」と「子宮がん」の受診率が高くなっており、ほぼ全ての年代においてその傾向が見られた。※胃・肺・大腸については未掲載

「乳がん」および「子宮がん」の医療機関への受診状況について

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上 総計

医療業・保健衛生 0.0 0.3 1.1 1.8 2.1 6.5 12.3 20.8 16.5 18.4 12.3 7.5 10.1

「医療業・保健衛生」を除く島根支部全体 0.3 0.4 0.8 1.4 3.4 7.0 12.7 15.9 12.6 15.6 11.5 8.4 9.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

「乳がん」に係る年齢階級別100人あたり外来レセプト件数（受診率）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上 総計

医療業・保健衛生 0.0 0.9 2.7 1.0 2.3 2.5 3.9 2.7 4.0 4.0 3.7 4.4 2.9

「医療業・保健衛生」を除く島根支部全体 0.0 0.6 1.2 1.4 1.8 3.1 2.9 3.5 2.8 2.0 1.6 2.3 2.3

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
5.0

「子宮がん」に係る年齢階級別100人あたり外来レセプト件数（受診率）

※女性のみを対象として集計

※女性のみを対象として集計
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5.0
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15.0

20.0

25.0

「筋骨格系疾患」および「腎尿路系疾患」の中分類別医療機関への受診状況（令和６年度データ）

1401
糸球体疾患及び

腎尿細管間質性疾患

1402
腎不全

1403
尿路結石症

1404
その他の

腎尿路系の疾患

1405
前立腺肥大（症）

1406
その他の

男性生殖器の疾患

1407
月経障害及び
閉経周辺期障害

1408
乳房及びその他の
女性生殖器の疾患

医療業・保健衛生
1.2

(1.2)
0.8

(0.5)
1.1

(0.9)
5.8

(6.5)
0.7

(0.0)
0.9

(0.0)
20.0
(26.7)

19.4
(25.8)

「医療業・保健衛
生」を除く
島根支部全体

1.3
(1.5)

1.7
(0.9)

1.4
(0.6)

3.9
(5.9)

3.1
(0.0)

1.1
(0.0)

8.0
(19.6)

7.9
(19.5)

医療機関への受診率が高い「筋骨格系疾患」と「腎尿路系疾患」を疾病中分類別に見ると「頚腕症候群」や「腰痛症及び坐骨神経痛」、「月経障害及

び閉経周辺期障害」や「乳房及びその他の女性生殖器の疾患」による受診率が特に高い。

「筋骨格系疾患」および「腎尿路系疾患」の医療機関への受診状況について

0.0

5.0

10.0

15.0

1301
炎症性多発性

関節障害

1302
関節症

1303
脊椎障害

（脊椎症を含む）

1304
椎間板障害

1305
頚腕症候群

1306
腰痛症及び
坐骨神経痛

1307
その他の
脊椎障害

1308
肩の傷害
＜損傷＞

1309
骨の密度及び
構造の傷害

1310
その他の筋骨格系及
び結合組織の疾患

医療業・保健衛生
6.5

（7.0）
11.9

（14.5）
11.2

（11.5）
7.7

（7.8）
6.0
(7.4)

13.1
(14.0)

2.7
(3.2)

5.3
(5.8)

4.1
(5.0)

13.9
(15.5)

「医療業・保健衛
生」を除く
島根支部全体

7.8
（6.3）

12.0
（15.5）

10.6
（9.6）
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（5.9）

2.1
(2.7)

5.9
(5.9)

2.0
(2.5)

4.3
(4.8)

2.4
(5.5)

9.8
(11.9)

大分類「筋骨格系及び結合組織の疾患」の中分類別の100人あたり外来レセプト件数（受診率）

大分類「腎尿路生殖器系の疾患」の中分類別の100人あたり外来レセプト件数（受診率）

※カッコ内（）は、女性被保険者のみを対象に集計した値

※カッコ内（）は、女性被保険者のみを対象に集計した値
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健診受診率の状況
生活習慣病予防健診受診率（40～74歳）

事業者健診取得率（40～74歳）

生活習慣病予防健診
受診率

78% 88% 59% 84% 77% 83% 71% 76% 78% 63% 69% 73% 72% 74% 68% 49% 69% 71% 70% 74% 78% 73% 68% 72% 72% 69% 74% 63% 62% 57% 69% 66% 65% 64% 64% 58% 54% 63% 57% 52% 50% 49% 36%

事業者健診
取得率

12% 1% 28% 0% 7% 1% 13% 7% 5% 18% 14% 8% 9% 6% 12% 31% 10% 7% 8% 4% 0% 5% 9% 4% 3% 6% 0% 10% 9% 14% 0% 4% 5% 4% 3% 7% 9% 1% 5% 4% 1% 0% 12%

協会けんぽの健診実施状況（令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」の健診受診率：79.2％（生活習慣病予防健診受診率：48.9％+事業者健取得診率：31.1％）は、島根支部平均：76.2％

（生活習慣病予防健診受診率： 67.2％ +事業者健診取得率：9.2％）を上回っているが、生活習慣病予防健診の受診率は業態別で最も低い。対して、
事業者健診取得率は、業態別で最も高い取得率となっている。
なお、 「医療業・保健衛生」の健診対象者数は、島根支部内で３番目に多い（6,967人）。

協会けんぽの健診実施状況

被保険者健診対象者数
（40～74歳）

社会保険・社会福
祉・介護事業

16,436

総合工事業 8,118

医療業・保健衛生 6,967

飲食料品以外の小
売業

6,925

機械器具製造業 5,218

その他の対事業所
サービス業

3,708

道路貨物運送業 3,581

卸売業 3,519

職別工事業 3,377

設備工事業 3,229

健診対象者数
上位10業態
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【初回面談】

特定保健指導実施率の状況（令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」の特定保健指導実施率は、「初回面談：実施率23％」、「実績評価：実施率19％」と支部平均を大きく下回り、島根支部におけ

る業態別の特定保健指導実施率では最も低い水準となっている。

特定保健指導実施率の状況
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【実績評価（特定保健指導の完了者）】

島根支部平均
47％

特定保健指導の実施状況

島根支部平均
39％
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健康宣言の実施状況（令和８年５月１日時点）

「医療業・保健衛生」の健康宣言実施率（9.4％）は支部平均を下回っており、ヘルス・マネジメント認定制度による健康経営のサポートが行き届い

ていない業態となっている。

健康宣言の実施状況
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健康宣言実施率

島根支部平均
14.2％
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健康保険委員の登録状況（令和８年５月１日時点）

「医療業・保健衛生」の健康保険委員の委嘱率（28.9％）は支部平均：28.7％と同程度となっている。

健康保険委員の登録（委嘱）状況
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健康保険委員委嘱率

島根支部平均
28.7％
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メタボリック

シンドローム

のリスク保有

率

メタボリック

リスク予備群

の割合

腹囲のリスク

保有率

血圧のリスク

保有率

脂質のリスク

保有率

代謝のリスク

保有率

ＢＭＩのリス

ク保有率

中性脂肪のリ

スク保有率

ＨＤＬコレス

テロールのリ

スク保有率

医療業・保健衛生 10% 7% 21% 41% 25% 13% 24% 14% 2%

島根支部平均 17% 12% 34% 51% 29% 17% 30% 18% 4%

0%
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60%

生活習慣病リスク保有割合
医療業・保健衛生 島根支部平均

生活習慣病リスク保有状況（令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」は、「医療業・保健衛生」は、年齢が比較的若い構成となっていることから業態全体としての生活習慣病リスクはすべての指標

において島根支部平均よりもリスクが低い状況にある。

生活習慣病リスクの保有状況
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生活習慣要改善者の状況（令和６年度データ）

「医療業・保健衛生」は、すべての指標において島根支部平均よりもリスクが低い状況にある。

（P)これは被保険者に若年層が多く、高齢層が少ないことが示唆されるほか、

「医療業・保健衛生」の生活習慣病リスクの保有状況

「医療業・保健衛生」は、「睡眠で休養が取れていない者」の割合が島根支部平均よりも高い状況にある。夜勤や交代勤務など不規則な働き方が影響

している可能性がある。

生活習慣要改善者の状況

過去喫煙者の割合
体重10kg以上増加者の割

合

運動習慣改善要素保有者

の割合

食事習慣改善要素保有者

の割合

睡眠で休養が取れていな

い者の割合

医療業・保健衛生 15% 30% 73% 51% 38%

島根支部平均 19% 39% 71% 51% 31%
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生活習慣要改善者の状況
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（参考）医療提供体制（医療機関・医療従事者）を取り巻く状況

健康保険法等の一部を改正する法律（令和８年法律第31号）の概要_令和８年６月５日公布（厚生労働省ホームページより）
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「新たな地域医療構想等に関する検討会」のとりまとめ（概要）_（厚生労働省ホームページより）

（参考）医療提供体制（医療機関・医療従事者）を取り巻く状況
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女性特有の健康課題①

本分析から見えた医療従事者の課題と対策の方向性

・乳がん、子宮がん
・月経、閉経
・女性生殖器疾患 など

女性医療従事者が多いことから、
ライフステージに応じた健康課
題が顕在化している。

対 策

・女性の健康に関する情報提供

・生活習慣病予防健診の受診勧奨

・健康経営（ヘルマネ）の推進に

よる事業主の理解促進

など

業態特有の健康課題②

・外来医療費が高い
・メンタルヘルス疾患
・睡眠
・腰痛症、頚腕症 など

医療従事者は業務負担や不規則
な勤務等により、心身の不調を
抱えやすく、特にメンタルヘル
ス疾患や筋骨格系疾患が多い。

対 策

・健康経営（ヘルマネ）の推進

・県や産保センターと連携した

メンタルヘルス・睡眠対策

・腰痛等に関する出前講座実施

など

予防・早期発見の不足③

対 策

・生活習慣病予防健診の受診勧奨

・特定保健指導の利用勧奨

・事業主への生活習慣病予防健診

及び特定保健指導の理解促進

など

・生活習慣病予防健診受診率
・特定保健指導受診率
・外来医療費が高い
・乳がん、子宮がん など

生活習慣病予防健診や特定保健
指導の受診率が低く、生活習慣
病の発症・重症化リスクが高ま
る可能性がある。

健康経営・職場づくり④

対 策

・関係機関と連携したヘルマネの

普及促進

など

・健康宣言をしていないなど

職場単位での健康づくりや勤務
環境の整備が十分ではない可能
性がある。

ヘルマネ＝ヘルス・マネジメント認定制度

⑤ さらなる現状把握の必要 上記①～④の実効性を上げるために実態調査アンケートを実施

まず第一に、協会けんぽに加入する医療従事者が心身ともに健康で働き続けられるよう、
個人の健康保持増進に加えて職場の環境づくりが促進されるようサポートする。
この取組の結果、持続可能な医療提供体制の構築に寄与することをめざす。

めざす姿
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リスクの判定基準等について

【生活習慣病リスクの判定基準】
⚫ メタボリックリスク：腹囲リスク該当かつ血圧、代謝、脂質のうち２つ以上のリスクに該当する者
⚫ メタボリック予備軍：腹囲リスク該当かつ血圧、代謝、脂質のうち１つのリスクに該当する者
⚫ 腹囲リスク ：男性85cm以上、女性90cm以上（内臓脂肪面積100cm²以上を優先）
⚫ 血圧リスク ：収縮期130mmHg以上 又は 拡張期85mmHg以上 又は 服薬
⚫ 代謝（血糖）リスク：空腹時血糖110mg/dl以上 又は 空腹時血糖未測定かつHbA1c6.0％以上 又は 服薬
⚫ 脂質リスク ：中性脂肪150mg/dl以上 又は 随時中性脂肪175mg/dl以上 又は HDLコレステロール40mg/dl未満 又は 服薬

【生活習慣要改善者の割合】
⚫ 喫煙習慣がある者 ：「現在、たばこを習慣的に吸っている」に「はい」と回答した者の割合
⚫ 体重10kg以上増加者：「20歳の時の体重から10kg以上増加している」に「はい」と回答した者の割合
⚫ 運動習慣要改善者 ：「１回30分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上１年以上実施している」「日常生活において歩行又は

（３問中２問以上） 同等の身体活動を１日１時間以上実施」「ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い」の３問中２問以
上に「いいえ」と回答した者の割合

⚫ 食事習慣要改善者 ：「人と比較して食べる速度が速い」「就寝前の２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ある」「朝昼夜
（４問中２問以上）  の３食以外に間食や甘い飲み物を摂取していますか」「朝食を抜くことが週に３回以上ある」の４問中２問

                       以上に「はい（速い・毎日）」と回答した者の割合
⚫ 飲酒習慣要改善者 ：「お酒を飲む頻度」「飲酒日の１日当たりの飲酒量」に、

男性は「週３日以上＋２合以上」又は「週３日以上＋３合以上」又は「月１日以上＋５合以上」
女性は「週３日以上＋１合１以上」又は「週１日以上＋３合以上」又は「月１日以上＋５合以上」
と回答した者の割合

⚫ 睡眠で休養が取れて：「睡眠で休養が十分にとれている」に「いいえ」と回答した者の割合
いない者
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用語説明

【生活習慣病予防健診の概要】
「生活習慣病予防健診」とは、35歳以上の被保険者を対象に、生活習慣病の早期発見・予防を目的とした血液検査や尿検査、に加えて
がん検診（胃・肺・大腸・乳・子宮）も含んだ、協会けんぽが独自に実施する健診です。

【事業者健診の概要】
「事業者健診」とは、労働安全衛生法に基づき実施が義務付けられている定期健康診断のことです。協会けんぽでは、特定保健指導の
実施等のために、事業者健診データの提出を事業主にお願いしています。

【健康宣言の概要】
「健康宣言」とは、事業所（事業主）が従業員の健康づくりを健康課題と捉え、社内外へ健康づくり（健康経営）に取り組む旨を宣言
し、島根支部と連携して計画的に健康保持・増進を進める取組です。

【ヘルス・マネジメント認定制度の概要】
「ヘルス・マネジメント認定制度」とは、事業所が取り組む健康経営を島根支部が健康づくりという観点からサポートする仕組みのこ
とです。

※「健康経営」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。



白紙



【問い合わせ先】

〒690-8531

松江市殿町383 山陰中央ビル2階

協会けんぽ島根支部 企画総務グループ

TEL:0852-59-5139

８時30分～17時15分（土日・祝日、年末年始を除く）
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